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会計研究の回顧と展望一減損会計を中心として一
米山　正樹
1　はじめに
　日米における会計研究の主要なスタイルは、
1960年代から大きく食い違っている。米国におい
ては証券市場研究や会計手続の選択に係る研究な
どの実証研究が主流といえるのに対し、日本にお
いては必ずしも米国流の実証研究が支配的な状況
とはなっていない。米国では姿を消したようにみ
える規範的な研究（a－priori　normative　stUdy）が、
日本においては受け継がれている。実証研究が主
流の現在、こういう規範的な研究に見出しうる意
義を解き明かすのが本稿の趣旨である。
　結論を先取りしていうなら、利益情報を取り
巻く利害関係者の行動を予測し、非効率な行動を
引き起こされないような会計基準を設定するため
には、実証研究と規範的な研究とが相互補完的な
関係にあることが望ましい。実証研究だけでは解
決できない問題を明らかにするとともに、その問
題に一定の解決を与えるためにはどのような作業
が求められるのかを論じていくこととしたい。
　こういう議論を抽象度の高い次元で行うと、
その核心を見失うおそれも免れない。ここでは具
体的な事例として資本設備の減損処理を採り上げ
る。すなわち第2節では、米国財務会計基準審議
会（Financial　Accounting　Standards　Board：FASB）
と国際会計基準審議会（lnternational　Accounting
Standards　Board：IASB）が減損の生じた資本設備
についてどのような処理を求めているのかを概観
する。これらふたつの基準設定主体が求めている
減損処理は大きく異なる。どういう点が異質なの
か、違いの解明をそこでの主たる検討課題とした
い。
　続く第3節と第4節では、証券市場研究や会
計手続の選択行動に係る研究などの実証研究が、
上記のように異質なルールが併存している現状に
どこまで説得力ある解釈を提供できるのかについ
て考察を進める。観察される現象間の因果関係を
解き明かすことは、経験科学としての会計学が果
たすべき重要な役割のひとっといえる。この点に
おいて実証研究からどのようなインプリケーショ
ンを引き出しうるのかを確かめようというのであ
る。再び結論を先取りするなら、既存の実証研究
から多くのインプリケーションは期待できない。
　そうなると次に問われるのは、実証研究だけ
では解決を導き出せない問題を解き明かすために
どのような作業が求められるのかであろう。第5
節ではこういう観点から米国で進められてきた概
念基準書プロジェクトの意義と限界を検討する。
一連の議論をふまえ、最後の第6節において規範
的な研究の意義と必要性に言及する。よく知られ
ているとおり、規範的な研究スタイルは1960年代
に多くの批判を受けてきた。そこで批判されてき
た研究スタイルといまもなお必要とされている研
究との異同点を、この節で明らかにしていきた
い。
∬　資本設備の減損処理にみられる違い
　　一FASB第121号とIAS第36号一
　減損の生じた資本設備の簿価をどう切り下げ
るのかを指示した基準書としては、米国FASB
の基準書第121号（FASB［1995］）と国際会計基準
審議会の基準書第36号（IASC［1998］）がよく知ら
れている。これらはともに資本設備の減損処理に
係る基準書といえるが、その内容は核心的な部分
で大きく異なっている。まずはその違いを確認し
2ておきたい。
（1）米国FASBによる資本設備の減損処理
　米国FASBによる基準書第121号（これを部分
的に改訂した基準書第144号もこれに準ずる）は、
資本設備の簿価が「正規の減価償却」の枠外で追
加的に切り下げられる必要性を、事実上の新規投
資が行われたものとみなしうるような「使途の変
更」に求めている。米国FASBの具体的な議論
は以下のとおりである。
　資本設備をめぐる環境変化のいかんでは、現
在のつかいみちをそのまま踏襲しても当初予想し
たような収益を期待できず、操業を続ければむし
ろそれだけ赤字が増えてしまうような事態も起こ
りうる。そういうケースで合理的な経営者は、よ
り多くの資金を獲得できるようなつかいみちを模
索し、資本設備の配置換えなどを試みるはずであ
る。
　つかいみちを変えることとなった資本設備
は、表面上、継続保有されているに過ぎない。た
だその利用から期待される成果は、転用・配置換
えの前後で明らかに異なっている。そこではこれ
まで行われてきた投資が中断・清算され、その処
分で回収した資金をもとに新たな投資が始められ
たものとみなすことができる。
　とすれば、転用以前に設定したパターンにも
とづき減価償却を進めたところで、転用以降の業
績を「正しく」とらえることはできない。このよ
うな事実認識に立つのなら、転用・配置換えの意
思決定が下された時点の時価まで簿価を切り下げ
ることとなる。実際に旧来の投下資金を回収した
ら、対象資産の時価に相当する資金を再投資に
廻すことが可能となるからである。以上がFASB
による簿価切り下げの概要である。
　では転用・配置換えなどの意思決定が下され
たかどうかは、どういう規準にてらして判断され
るのであろうか。言い換えれば、将来見通しを修
正した時点の時価まで簿価を切り下げなければな
らないのはどのようなケースなのであろうか。
　減損処理を行うタイミング（減損損失の認識
基準）として、FASBは、問題となっている資本
設備の継続利用から期待されるキャッシュフロー
を割り引かずに合計したものと、その簿価との大
小関係に着目している。将来の利用から期待され
るキャッシュフローを単純に合計したものさえ簿
価に満たないような状況は、深刻な収益力低下の
メルクマールとみなしうる。そういう事態が生じ
ているのであれば、転用や配置換えは不可避であ
ろう。FASBが表記の大小関係を減損の判断規準
として採用している理由は、このように推察でき
る。
　ここで確かめてきたとおり、収益力の低下し
た資本設備の一部にFASBが簿価の切り下げを
要求しているのは、それらの資本設備について
事実上の再投資が行われているものとみなしうる
からである。いうまでもなく、こういう再投資の
意思決定は不可逆的なものといえる。それゆえ
FASBは、いったん計上した減損損失の戻し入れ
を認めていない。たとえ減損処理を行った後に収
益力の改善がみられたとしても、そのことはかつ
て計上した損失を取り消す理由にはならない。以
上がFASBによる減損処理の概要である。
（2）国際会計基準審議会による資本設備の減損処理
　他方、資本設備の減損処理を定めた国際会計
基準審議会の基準書は、「正規の減価償却」の枠
外で評価額を追加的に切り下げる理由として、簿
価の回収可能性が損なわれる場合の存在を挙げて
いる。
　簿価が回収可能なものかどうかは、この基準
書によれば、最善の努力を費やしたときに回収が
見込まれるキャッシュフローの価値で判断され
る。保有中の財に係る最善の選択は、利用をつう
じてキャッシュフローを回収するのか、あるいは
財自体を売却するのか、いずれか一方と考えられ
る。それゆえ簿価の回収可能性が損なわれている
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場合とは、利用価値と売却価値のうちいずれか大
きいほう1との対比において、簿価が過大な状態
を指す。こういう事態を回避するため過大となっ
た簿価を切り下げるところに、追加的な修正手続
の意義を見出すのである。
　国際会計基準審議会がこういう形で簿価切り
下げの要否を判断しているのは、伝統的なルー
ルのなかに、簿価の回収可能性を重視する発想が
認められるからである。
　必ずしも明示的な規定は存在しないものの、
単に未償却残高としてしか説明できないような大
きさでの資産評価は許されないのは、財務報告に
係る基本前提として広く受け入れられているもの
といえる2。逆にいうと簿価は、将来に回収の見
込まれるキャッシュフローにひきつけて説明可能
な評価額でなければならないものと考えられてい
る。そういう立場からすれば、計画的・規則的な
配分計算は、その結果として導かれてきた未償却
残高が意味のある値をとる場合にかぎって認めら
れるに過ぎないこととなる。
　追加的な簿価切り下げの必要性をこう解釈す
る場合、切り下げの要否は、旧来の配分計画か
ら導かれてきた簿価（未償却残高）が利用価値と
処分価値のうち、いずれか大きいほうを超えてし
まったかどうかで判断されることとなる。
　またこの規準により切り下げが必要と判断さ
れた場合は、先に切り下げを行うべきかどうかで
用いた「回収可能額」、すなわち利用価値と処分
価値のうちいずれか大きいほうまで簿価が引き下
げられることとなる。回収可能性の喪失が簿価切
り下げの契機となっている以上、具体的な切り下
げの手続においては回収可能性を取り戻すことが
求められるからである。
　逆にいうと回収可能性さえ取り戻せれば十分
なのであって、回収可能額を超えて簿価を切り下
げる必要は認められないこととなる。
　またいったん計上した減損損失の取り消しに
ついて、国際会計基準審議会はこれを容認する立
場を採る。ここまで述べてきたとおり、国際会計
基準審議会が資本設備の簿価を追加的に切り下げ
るのは、「意味のある簿価」としての上限たる回
収可能額を超えるような事態が生じてしまった場
合である。
　とすれば収益性が改善し、回収可能額への抵
触が生じていなかったことが事後的に判明した
ら、もともと簿価を切り下げる必要もなかったこ
ととなる。そういうケースではかつて計上した減
損損失を取り消し、元どおりの配分計画にそくし
て償却を進めるのがよい。そうするためには損失
の戻入手続が求められることとなるのである。
（3）両者の根本的な違い
　ここで概観したとおり、等しく資本設備の減
損処理を取り扱ったものでありながら、米国
FASBと国際会計基準審議会は異質なルールを設
けている。要点だけを繰り返すと、問題の資本設
備を継続利用することから期待されるキャッシュ
フローを割り引かずに合計したものが簿価に満た
なくなったとき、その時点の時価まで簿価を切り
下げるのがFASBのやりかたである。
　これに対し、簿価の回収可能性が損なわれた
とき（すなわち利用価値と売却価値のうちいずれ
か高いほうが簿価に満たなくなったとき）に回収
可能額まで評価を切り下げるのが、国際会計基準
審議会の指示するやりかたである。
　減損損失を計上するタイミングについていう
と、米国では問題の資本設備を利用したときに予
想されるキャッシュフローの単純な合計額が簿価
1国際会計基準第36号において、これは回収可能額と呼ばれている。
2例えばAICPA，　Accounting　Research　Bulletin　No．43：Restate〃ient　and　Revision（ofAccounting　Research　Bu〃etinsの
記述を参照。
4と対比されるのに対し、国際会計基準審議会で
は割り引いて求めた利用価値や処分価値が簿価と
対比される。また減損損失の大きさについていう
と、米国では常に公正価値（時価）への切り下げ
が求められるのに対し、国際会計基準審議会によ
る場合は利用価値までしか切り下げないケースも
ありうる。
　さらにいうと、ふたつの基準書はいったん計
上した損失の戻し入れを認めるかどうかについて
も異なる。米国FASBが損失の戻し入れを一切
認めないのに対し、IASBでは簿価の回収可能性
さえ回復すれば戻し入れを容認するスタンスが採
られている。ここで確認したとおり、ふたつの基
準書が指示する減損処理は、それらの具体的な測
定操作を支える基本的な考え方の次元から大きく
食い違っているといってよい。
　では、なぜこのような違いが生じたのであろ
うか。収益力の低下した資本設備について簿価の
切り下げ方が違えば、利益の金額も変わってく
る。その違いは利益情報を取り巻く主体の行動に
さまざまな影響を及ぼしうる。
　よく知られているとおり、会計情報には、投
資家の意思決定に資するような情報の提供や、事
後的な成果分配に資するような情報の提供が期待
されている。
　はたしていずれの切り下げ方による場合も証
券価格の形成過程において、適切な利益情報が投
資家に提供されるのであろうか。また対立する主
体間の利害を調整する局面において、いずれの方
法も契約のコストを削減するのに最適なものと
なっているのであろうか。あるいはいずれか一方
だけが適切な方法であり、「誤った方法」はいず
れ改められるのであろうか。それともIASBと米
国FASBのやりかたにはともに改善の余地が残
されており、第三の「より良い」方法がありうる
のであろうか。
　これらの問いに答えることができれば、その
説明原理をもとに会計基準が将来どう変わってい
くのかを予測できるようになる。っまり会計基準
の違いは一時的なものに過ぎずやがて一定の過程
を経て統合されていくのか、それとも時を経ても
なお相違点が解消されずに残るのかという重要な
関心事について、インプリケーションを引き出せ
るようになるのである。違いを引き起こしている
原因の解明はその意味で不可欠といえる。
　では減損処理に係る会計基準の違いを説明す
るためには、どのようなスタイルの研究が求めら
れるのであろうか。この間米国において主流であ
り続けた実証研究から、異質な減損処理が併存す
る状況についての解釈を引き出すことは可能であ
ろうか。それとも従来必ずしも必要性が認められ
てこなかった、その意味で新しいスタイルの研究
が必要となるのであろうか。次節ではこの点に考
察を進めることとしたい。
皿　証券市場研究と資本設備の減損処理
（1）その貢献
　よく知られているとおり、米国における財務
会計研究の多くは、証券市場研究の一環として行
われてきたものといえる。そこでは提供された会
計情報の特性や機能を客観的な事実にひきつけて
確かめることが、基本的な研究課題とみなされて
きた。会計情報が証券価格の形成過程でどのよう
に、どれだけ利用されているのかを主たる検討課
題としてきたのである。利益情報の意味や価値を
問い直すための作業が繰り返されてきたと言い換
えることもできる。
　利益情報がどのような役割を果たしているの
か、どのような利益情報が有用といえるのかに係
る実証研究は、利益情報と企業価値との関係を問
う形で進められてきた。
　こういうスタイルの研究が根付く以前の会計
研究においては、会計上の利益の変化が予想配当
や株価の変動に直結するという「神話」が支配
していた。後に機械的反応仮説と呼ばれること
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となったこの想定は、事実の裏付けを欠くにもか
かわらず、利益情報のありかたをめぐる議論にお
いては与件とされてきた。そこで通念とみなされ
てきたものの真偽を確かめるため、利益情報の株
価形成過程への影響が関心事となってきたのであ
る。
　これらの実証研究が果たしてきた役割の重要
性についてはいうまでもない。旧来の慣習や社
会的な合意と呼ばれるものにしか支えられていな
い会計基準の脆弱さを顕在化させ、超越的で反証
に耐えない議論を排除できたとすれば、それはひ
とえにこの間の実証研究の成果ということができ
る。
　既に発生済みのキャッシュフローに係る期間
配分を変えただけの、その意味で名目的な利益額
の変化に投資家が誤導されることはない。市場は
旧来の通念が想定していたほど非効率的なもので
はなく、期間配分にもとつく利益情報は、その操
作が将来キャッシュフローに係る新たな（投資家
にとって未知の）情報を含んでいる場合にかぎっ
て有用であることが確かめられたのである3。
（2）その限界
　前項で採り上げたスタイルの研究は、具体的
な測定操作に踏み込んだ議論を行うのに先立ち、
会計情報が有用であるためには少なくともどのよ
うな特質を備えていなければならないのかを解き
明かすのに貢献したものといえる。
　ただ有用な会計情報を生み出すルールのシス
テムが複数存在するとき、すなわち証券価格形成
への役立ちという点で必要条件を満たしている利
益計算のしくみが複数並存するとき、それらのう
ちいずれを採択すればよいのかについて、前項の
ような研究から直接的なインプリケーションを引
き出すのは難しい。利益をどう測定し、その結果
をどう開示するのかを考える際、上記の実証研究
にはこのような限界がみられる。
　以上の点を資本設備の減損処理にひきつけて
具体的に説明したい。取得原価にもとつく計画
的・規則的な配分計算により計算した利益は、収
益見通しが大幅に低下したケースでは将来キャッ
シュフローを予測するのに資する情報を生み出す
とはかぎらない。
　というのも収益性の低下が判明する以前の期
待にもとつく償却計算からは、会社の収益見通し
がどれだけ低下したのか、投資家には正確な情報
が伝わらない可能性もあるからである。そういう
ケースでは、投資額のうちキャッシュフローを生
み出さなくなった部分を損失計上すれば、その損
失情報が投資家の予想形成に資するものと考えら
れる。
　収益力低下の事実がどれだけ正確に投資家に
伝わっているのかについて、先験的にいいうるこ
とはない。ただ会計外の情報だけではキャッシュ
フロー見通しの悪化が投資家に十分伝わらない
ケースも想定できる。とすれば、そこではキャッ
シュフローの実現に先立つ損失計上を促すような
3いま具体的な事例として採り上げている資本設備の減損処理にひきっけていうと、米国では例えば、減損処
理による評価損失の情報が証券価格の形成過程にどのようなインパクトを及ぼすのかという観点から進められた
研究がある。そこでは、評価損失の情報がインパクトを及ぼすことが確かめられている。ただ切り下げの情報が
証券価格に及ぼすインパクトは次第に弱くなっていくことが同時に確認されている。
　また別の研究は、証券市場において好意的に受け止められる減損損失の情報と否定的に受け止められる情報
を、減損処理の対象となる資産の種類の違いにひきつけて説明するよう試みている。そこで確かめられたことに
よれば、在庫品に係る評価損失の情報と事業再構築に係る損失の情報は異質なものとみなされている。平均的に
みたとき、一方は証券市場において好意的に受け止められるのに対し、他方はむしろ否定的な情報とみなされて
しまうのである。
6ルールへの変更によって、証券価格形成に資する
会計情報の提供が期待できるようになるはずであ
る。
　以上のような考察から減損の生じた資本設備
の簿価切り下げを求めるようなルールが導入され
たとき、新たなルールにもとつく利益情報が証券
価格の形成過程にどのような影響を及ぼしたの
か、はたして投資家の期待形成に有用な情報が提
供できたのかは、先述の実証研究をつうじて確か
められることといえる。公表利益の実現値を市場
が事前に予測していた部分と誤差とにどう区分す
るのかという点に問題が残されているものの、株
式に係る異常な投資収益率のうちどこまでを利益
の予測誤差によって説明できるのかという観点か
ら、減損処理を含んだルールにもとつく利益情報
の有用性は確かめることができる。
　ただ、実際に採択されたルールによる公表利
益それ自体の有用性を確かめるのと違って、代替
的なルールにもとつく利益情報との相対比較は従
来の実証研究では難しい。例えば資本設備の減
損処理について、何らかの超越的な価値判断によ
り、将来見通しを修正した時点の時価まで簿価を
切り下げることになったと想定する。このルール
による利益情報の有用性は、先述のとおり検証可
能なものといえる。
　これに対し、実際には採択されなかったもの
の、簿価切り下げの方法としては将来見通しを修
正した時点の利用価値まで切り下げるやりかたも
想定できる。この方法を採っていればより良い情
報が投資家に提供されたのか、それとも採られな
かった選択肢と対比しても実際に採択された方法
が最善なのかは、ここで採り上げてきた実証研究
では確かめようのない命題といえる。
　さらにいうと、減損の生じた資本設備につい
て時価への簿価切り下げを強制するのは従来みら
れなかった会計処理といえる。そういう会計処理
を新たに導入すると、それに伴って別の局面に適
用されるルールの変更が迫られることもありう
る。特定の局面におけるルールの変更は、概して
計算ルールの体系自体にも影響を及ぼす。そうな
ると新たなルールの設定が投資家によりいっそう
有用な情報の提供に貢献しているかどうかは、そ
のような波及効果をも視野に収めて判断しなけれ
ばならないこととなる。
　しかしここで採り上げてきた実証研究は、こ
ういう派生的な影響の分析に資するものともい
えない。派生的な影響を分析するために必要なの
は、むしろ現行の利益がどのような基礎概念に支
えられているのか、利益情報の意味やその特質に
係る議論であろう。事実にてらして利益情報の価
値を確かめようとする試みにおいては、利益を生
み出す測定操作は与件とされている。その与件を
コントロールしようとすれば事実から離れ、仮想
的な世界での議論が求められることとなる。そう
いうスタイルの議論は、事実からどのような帰結
が引き出されるのかを問う議論からかけはなれた
ものとなっているのである。
　例えば資本設備の減損処理についていうと、
米国FASBは先述のとおり、収益力の低下によっ
て資本設備の保有目的は変化したはずというのを
論拠に、時価への簿価切り下げを求めている。こ
ういう論理で簿価の切り下げを意義づけるのな
ら、その他の資本財についても保有目的が変化し
たとみなしうる場合は簿価修正が求められること
になろう。
　しかし、よく知られているとおり現行ルール
は、資本設備の減損以外の局面では、保有目的の
変化に必ずしも十分な関心を払っていない。とす
れば減損処理に係る新たなルールを導入したこ
とで、現行ルールには首尾一貫性の観点から全体
的な見直しが迫られることになる。このとき整合
性を取り戻したルールにもとつく利益情報が減損
処理を導入する以前の利益情報とくらべていっそ
う有用かどうかは、これまで採り上げてきた実証
研究では確かめられない命題なのである。
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N　会計手続の選択行動に係る研究と資本設備の
　　減損処理
（1）その貢献
　前節で採り上げた一連の証券市場研究をつう
じて確かめられたのは、公表利益は基本的に証券
価格の形成過程において有益な情報でありうると
いうことであった。開示された利益情報と株価と
の間には有意な関連が認められたのである。
　ただそこでは、利益情報のすべてが等質的に
有用なものとみなされているのではない。一連
の実証研究によれば、証券市場の参加者はキャッ
シュフローに裏づけられた利益の増減と、単に期
間配分のパターンを変えたことだけに起因する
利益の増減とを識別できることが確かめられて
いる。証券市場で株価に反応がみられるのは将来
キャッシュフローに係る新たな情報が利益に含ま
れている場合であって、単に配分方法を変えるだ
けの利益操作によって、投資家が誤導されること
はないのである。
　こうした実証結果から導かれてくるインプリ
ケーションは、投資家を誤導するための利益操作
は意味をなさず、利益情報を作成する経営者はそ
ういう無駄なことをしないはずというものであ
る。しかしよく知られているとおり、実際には配
分ルールの変更による利益の水増しや圧縮が茶飯
事となっている。証券市場研究のように利益情
報が投資家の意思決定に及ぼす影響、つまり会計
利益の事前情報としての機能だけに着目するかぎ
り、上記の現象に解釈を与えるのは難しい。利益
操作の誘因を説明するためには、利益情報が果た
している別の機能に着目しなければならない。
　会計利益に期待されているもうひとつの機能
としては、事後情報としての役割が挙げられる。
ここでは詳述を避けるが、事業資金を提供する投
資家とそれを運用する経営者との間には利害対立
がみられる。それを解消し、投資家の利害に沿っ
た行動へと経営者を動機づけることは、株式会社
制度を円滑に機能させるためには不可欠なことと
いえる。そのためには経営者が株主のために費や
した努力に応じて経営者報酬が決めるような契約
を事前に取り交わし、あとはその努力水準を反映
した指標（例えば会計利益の実績値）にもとづき
報酬を支払うのがよい。
　こういう想定のもとでは、将来キャッシュフ
ローの獲得能力の増加に裏づけられた利益なの
か、それとも単に配分ルールを変えただけで増加
した利益なのかという違いは大きな意味を持たな
い。むしろそこでは原因のいかんにかかわらず、
結果としての利益額が利害を裁定する。利益が増
加した原因の違いに応じて細かな契約を取り交わ
そうとすると、契約のためのコストが高くなって
しまうからである。
　そうなると経営者の側には、裁量の範囲内で
利益の数値を水増し・圧縮するのをつうじて、み
ずからに対する成果の分配額を最大にする誘因が
働く。利益操作が後を絶たない理由は、そこに求
めることができる。
　ここで述べたとおり、企業成果の分配に係る
利害関係者間の契約をつうじて利益情報が企業の
キャッシュフローに影響を及ぼす側面をも視野に
収めると、証券市場研究のフレームワークでは説
明できないような利益操作にも合理的な解釈が与
えられるようになるはずである。
　はたして利害関係者間の対立を解消するため
の契約（いわゆるエイジェンシー契約）の存在
は、利益情報の開示や株価の変動にどのような影
響を及ぼすのであろうか。事実にてらしてこの点
を確かめようとするのが、いわゆるロチェスター
学派を中心とする実証研究である。
　一連の実証研究（狭義）は、エイジェンシー・
コスト最小化問題の観点から、どのような要因が
会計手続の選択にいかなる影響を及ぼしているの
か、事実の解明に貢献して今日に至っている4。
（2）その限界
前項で採り上げたスタイルの研究は、与件と
8された会計手続に係る企業の選択行動について、
合理的な解釈を与えるのに貢献したものといえ
る。財務制限条項の存在や会計利益に連動した経
営者報酬制度の存在などが、会計手続の選択に影
響を及ぼすことはよく知られている。
　資本設備の減損処理にひきつけていうなら、
経営者に裁量が認められている状況で（例えば早
期の損失計上が容認されている状況で）、いかな
るエイジェンシー契約の存在が損失を促している
のか、どのような特質を有する企業が損失計上に
前向きなのかは、上記スタイルの研究をつうじて
確かめられてきたこと（および確かめうること）
といえる。
　しかし本稿の主たるテーマ、すなわち将来見
通しの悪化が判明した時点の時価まで簿価を切り
下げるのか、それとも利用価値への切り下げで十
分なのか、あるいは第三の方法がありうるのかと
いう点へのインプリケーションとなると、上記ス
タイルの研究から引き出せるものは乏しい。とい
うのも、ロチェスター流の実証研究で主たる研究
課題となっているのは既存の会計手続に係る選択
行動やその決定要因であって、そこで採り上げら
れている会計手続がどういう論拠を有しているの
かには必ずしも関心が寄せられないからである。
　以上を少し言い換えると、ロチェスター流の
実証研究は、減損の生じた資本設備の簿価を時価
まで切り下げる方法と利用価値への切り下げにと
どめた方法とで、エイジェンシー・コストの最小
化に資するのはいずれかというようなスタイルの
議論にはなじまない。エイジェンシー・コスト
最小化のために合理的な会計手続の選択が行われ
るのを与件としたとき、選択結果に影響を及ぼし
たのはいかなる要因なのかにもっぱら関心が寄せ
られている。そこでは極論するなら、切り下げ後
の簿価は時価や利用価値のように合理的な解釈を
与えられそうな属性値でなくても構わないのであ
る。
　ここで資本設備の減損処理について、経営者
の裁量に委ねられていた状態から、特定の要件を
満たした資本設備の簿価切り下げを強制（または
4こういうスタイルの研究において資本設備の減損処理にっいては、例えば簿価の切り下げがいわゆる機会
主義的な誘因から利益操作（earnings　management）の一環で行われるのか、それとも企業価値の評価に資する情報
を投資家に適宜伝えるために行われるのか、いずれの仮説が事実にそくしているのかに関心が寄せられてきた。
基準書第121号の公表後でさえ、減損処理を行うかどうかの判断や簿価をどれだけ切り下げるのかの判断には経
営者の裁量の余地が残されている。裁量を与えられた経営者の動機を解明することが、そこでの主たる関心事と
なっているのである。
　このような経営者の誘因を確かめるために着目されるもののひとっに、裁量的な発生額と言われるものがあ
る。これは会計利益の大きさに影響を及ぼす項目のうち経営者が左右しうる部分を指し、キャッシュフローの裏
づけなき収益・費用・利得・損失などが該当する。コントロール企業との対比における減損損失計上企業の特性
（裁量的発生額に関わるもの）から、上記の問題に係るインプリケーションを引き出そうというのである。これ
に着目した研究のひとつによると、俗説とは異なり、減損損失の大きさは機会主義的な誘因から決定されるもの
と言いきれない。むしろ企業をめぐる経済環境の悪化を知らせるものであり、企業価値の下落を示唆するもので
あることが確かめられている。
　このほか、減損処理を行う企業に共通する特性を抽出しようとする試みもみられる。具体的には、企業や企業
価値が成長途上にあるケースにおいて、あるいは例年に較べて年度利益が小さくなるのを避けられない見通しと
なった第四四半期において、より多くの簿価切り下げが行われることが確かめられている。また切り下げ額が財
務数値に及ぼす影響の深刻さの違いを説明する要因として最も有力なのは、業種業態の違いであることも確かめ
られている。
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容認）するケースへの移行を想定する。ここで採
り上げてきた実証研究によれば、新たなルールに
個々の企業がどう対応したのか、その違いをエイ
ジェンシー・コスト最小化の観点からどう説明で
きるのかは解明可能な命題である5。
　しかしそこでの議論においては、簿価切り下
げに係る新たなルールは超越的に与えられたもの
とみなされる。簿価切り下げのタイミングや切り
下げ額の大きさ（さらにいうなら、それらを支え
る論拠）については、いくつかの選択肢を想定で
きる。その選択いかんが利益情報を取り巻く主体
問の利害調整にどのような影響を及ぼすのかは、
上記の実証研究にはなじまない。
　実際に採択されたルールのもとで個々の企業
がどう対応したのかについては客観的な事実に裏
づけられた議論が可能といえるが、ルールのい
かんが利害関係者に及ぼす影響については推論の
域を超えられない。データが得られない以上、ロ
チェスター流の実証研究は行いえないのである。
V　概念基準書プロジェクトの意義と限界
　前節まで述べてきたことは、米国でも十分に
認知されている。会計基準の設定に際し、例えば
減損の生じた資本設備の簿価をいつ、どれだけ切
り下げるのかをいうためには、証券市場研究やロ
チェスター流の実証研究とは異質な作業が行われ
ている。新たな会計基準のありかたを論じる場合
は、一連の概念基準書プロジェクトの成果を参照
する場合が多い。
　いわゆるトゥルーブラッド委員会報告書を受
けて財務会計基準審議会（FASB）が公表した一
連の概念基準書は、会計情報に期待される役割を
投資家の意思決定に有用な情報の提供と措定して
いる。そのうえで、事前の意思決定に有用な情報
が備えるべき資質とは何か、具体的な測定操作に
おいて用いられる基礎概念（資産・負債など）は
どう定義されるのか、それらの基礎概念は利益の
計算に際しどういう属性値でとらえうるのかが整
理され、集約されている。
　一連の概念基準書が公表されるまでは、いわ
ゆる対応概念の濫用により、確定したキャッシュ
アウトフローの繰り延べ（繰延費用項目としての
処理）が事実上無制限に容認されていた。経営者
の裁量による費用の先送りがきわめて容易なルー
ルにもとつく利益情報は、信頼に足るものとみな
すのが難しい。概念基準書は、こういう事態を避
けるため、投資家を誤導するような費用の繰り延
べを禁じ、資産として意味を持ちうる項目にか
ぎって貸借対照表への計上を認めたのである。
　投資家の意思決定に資する情報の提供を会計
が果たすべき役割として明記したこと、意思決定
に有用な情報が備えるべき特性を明らかにしたこ
と、また有用な利益情報の作成に際し資産・負債
について想定可能な属性値を明示したことによ
り、新たな会計基準が目指すべき方向性はおおむ
ね決められたといってよい。一連の概念基準書は
新たな会計基準のありかたを決定する際、一定の
役割を果たしているということができる。
　例えば資本設備の減損処理についていうと、
資本設備の収益力低下に係る情報が制度会計以外
の情報源から十分提供されていないと見込まれる
場合は、一連の概念基準書の存在が、減損処理に
係る新たな基準の設定をサポートすることとな
る。
　ただ一連の概念基準書は、どのようなケース
でいかなる属性値にもとつく業績評価を行うの
かについては明言を避けている。言い換えれば
投資家の意思決定に資するような情報の提供とい
5一定の要件を満たした資本設備の簿価切り下げが強制される場合であっても、具体的な切り下げ額にっいて
は裁量の余地が残されていることがありうる。そういう裁量の範囲内において個々の企業がいかに異質な対応を
とったのか、その違いは主としてどのような要因によって説明できるのかは解明可能な検討課題となる。
10
う最も根本的な目的と、具体的な測定操作を結び
つけるようなロジックを欠いている。それゆえ概
念基準書から減損処理の必要性は主張しえても、
具体的な測定操作を一意的に決めることはできな
い。減損の生じた資本設備の簿価を時価まで切り
下げるのか、それとも利用価値まで切り下げるの
かという当面の検討課題についても、その解決は
期待できない。
　にもかかわらず実際には特定の方法が概念基
準書を論拠として採択されている。そこではほん
らい多様な属性値と結びつきうる資産や負債の定
義が、あたかも特定の属性値としか結びつかない
という牽強付会な議論がみられたり、具体的な測
定操作の選択に際しアドホックな価値判断が持
ち込まれるような事態が引き起こされたりしてい
’る。
　先述のとおり、資本設備の減損処理のありか
たに係るFASBの基準書第121号は簿価を切り下
げる理由として、保有中の資本設備について事実
上の再投資を擬制できるようなケースの存在を挙
げている。資本設備の減損処理に関わる会計問題
をローカルに取り扱うかぎり、こういうロジック
で切り下げをサポートすることもできる。
　ただ、資本設備の減損処理以外の局面に適用
されているルールをも上記のような形でサポート
できるかどうかとなると、話は違ってくる。かり
にさまざまな局面で再投資の擬制が可能として
も、保有目的の変化に応じて時価への簿価修正を
行うやりかたがなぜ投資家の意思決定に資する会
計清報と結びつくのかは、未解決の問題として残
されてしまうのである。
VIおわりに
　では米国FASBとIASBが資本設備の減損処
理について異質なルールを設定している理由を解
き明かすためには、はたしてどのような作業が今
後求められるのであろうか。これまでの議論、な
かでも前節の議論からすると、投資家の意思決定
に資するような情報の提供という基本目的とその
達成手段たる利益の測定操作を結びつけるような
ロジックを解明することが、いまなによりも求め
られていることといえるであろう。一連の概念基
準書がブラック・ボックスとみなしてきた部分を
補完しようというのである。この作業はいくつか
の段階に分かれよう。
　まず意思決定に有用な情報の提供という場
合、経営者の主観的に見積もった企業価値に関わ
る直接的な情報の提供が求められているのか、そ
れとも投資家がみずからの責任において主体的に
企業価値を予測するのに資する情報の提供が求め
られているのか、いずれの立場を採るのかに応じ
て利益計算のありかたは異なりうる。どちらの立
場から利益計算のありかたを論じていくべきか
を、最初に解き明かす必要があろう。
　かりに後者の立場を採ると次に問われるの
は、直接的な企業価値の予測情報とは異なるもの
として、会計情報にどのような特質が求められ
るのかであろう。そこでは例えば、客観的な事実
（投資目的にてらして適切な事実）に裏づけられ
た成果の測定と開示の必要性を主張することがで
きる。
　そこではさらに、業績測定という観点から投
資目的はどう分類され、分類された範疇ごとにど
のような事実への着目が求められるのかを議論す
ることになろう。着目すべき事実が特定化できれ
ば、どのような属性値に注目した測定操作が必要
なのかについてもインプリケーションを引き出す
ことが可能となろう。
　ここで以上を資本設備の減損問題にひきつけ
て言い換えてみたい。先述のとおりどのようなタ
イミングで資本設備の簿価をどれだけ切り下げる
のかについて、FASBはアドホックな判断規準し
か示していない。それは先述のとおり、投資家の
意思決定に有用な情報の提供という基本目的と
具体的な測定操作との間がブラック・ボックスと
なっており、資産・負債のほか発生、稼得、配分
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などの基礎概念が与えられても、それらをどう有
機的に結びつけたらよいのかについての指針を欠
くためと考えられる。
　そういう事態の改善を図るためには、いくつ
かの段階に分けて、達成目標とそのための手段
とを結びつけるための作業を行えばよい。会計
が果たすべき役割は投資家の自律的な予想形成を
サポートするような情報の提供と措定できるのな
ら、資本設備がいわゆる事業投資に属すこと、そ
れゆえ時価変動差額は業績のメルクマールとなら
ず、利用をつうじた実際の資金回収という事実に
着目した、対応・配分などと呼ばれる測定操作が
求められることまではほとんど異論の余地がない
といってよい。
　そうなると資本設備の減損処理をめぐる会計
問題は、原価配分のスキームが適用される局面で
当初予想していたほどの収益が期待できなくなっ
たとき、いかなる事実が配分計画を修正する契機
となるのかという次元の問題と集約できる。
　これを解き明かすためには、原価配分のフ
レームワークによってとらえられる利益がそもそ
もどういう特質を有しており、何が利益とみなさ
れているのかを確かめる必要が生じよう。正常な
状態で何が求められているのかを確認してからで
なければ、何が異常事態であって、それをどう改
善すればよいのかは明らかにできないからであ
る。
　ここでは詳述を避けるが、こういう文脈で議
論を進めていくと、資本設備に係る営業活動の成
果を計画的・規則的な配分計算によってとらえよ
うとする発想からは、収益力の低下が判明した時
点の時価まで簿価を切り下げるやりかたも、利用
価値まで切り下げるやりかたもただちに導かれて
くるわけではないことが確かめられる。簿価が時
価や利用価値を超過してしまったかどうかのみな
らず、簿価がそれらを超過してしまった原因を確
かめなければ、切り下げの要否は判断できないの
である。
　例えば投資に着手した直後の期間に多額の
キャッシュフローが期待されるものの、その後は
あまり多くの資金回収が期待できないような投資
プロジェクトを想定する。こういうケースでは、
初期により多くの減価償却費が計上される方法
（定率法など）を採用したとしても、簿価が利用
価値（あるいは時価）を超えてしまうような事態
は十分起こりうる。
　にもかかわらずそういう理由で生じた「過大
な」簿価は、それが当初から予想済みの事態であ
るため、切り下げの契機とはみなされていない。
その点に着目すると、簿価の切り下げを引き起こ
すのは、原初投資額を回収できないほどの収益力
低下、すなわち投資に着手したこと自体が結果的
に失敗であったと事後的にいいうる場合にかぎら
れることとなる。
　本稿をつうじて概観したとおり、客観的な事
実の裏づけを尊ぶスタイルの研究だけでは、会計
基準をどう設定するのかについて十分なインプリ
ケーションを得ることは期待できない。こういう
作業とあわせて、利益情報が果たすべき役割や、
その具体的な達成手段としての測定操作のあり
かたに係る議論が求められることになろう。
　後者のような形で事実間の因果関係の解明を
試みるとき、一連の概念基準書は参考にしうるも
のといえる。ただ、そこに記されている内容だけ
では、会計基準のありかたに係る具体的なインプ
リケーションを引き出すのは難しい。達成すべき
目標と測定操作との結びつきを解明するための議
論を、さらに進めていく余地が残されているとい
えるであろう。
　最後に、一点だけ補足しておきたい。ここで
必要性を唱えている規範的な研究は、経済学でい
う所得の概念と（具体的な測定操作が求められ
る）会計上の利益概念との関係を解き明かそうと
する、かつて主流であったものとは異なる。かっ
ての研究においては利益情報がどういうメカニズ
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ムをつうじてどう役立つのかという点について、
明確な前提が置かれていたわけではない。’むしろ
利益情報の役立ちについては、経済学でいう所得
概念との関係が明らかになれば、おのずから解き
明かされるはずと措定されていたようである。
　　これに対しここでは、当初期待したとおりの
成果が企業活動をつうじて具現化したかどうか、
事後的に確かめることを利益計算の役割とみなし
ている。こういう前提のもとで、いかなる測定操
作が達成目標の実現に貢献するのかを検討課題と
しているのである。単にかつて主流であった研究
に立ち返ることの必要性を唱えているわけではな
い旨、最後に付け加えておきたい。
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